
 

2026 年７月 19 日（日）実施 

税務グループ第１回考査 

試 験 問 題 
  

注意事項 
 

＜補習生カードを通路側に置いて、番号が確認できるようにしてください＞ 
 

1 試験開始の合図により、試験を始めてください。それまでこの冊子を開くことを厳禁とします。 

2 この冊子の最後の頁には、「以上」の記載があります。試験開始の合図の後、まず頁を調べて、

印刷不鮮明、落丁等があれば黙って手を挙げ、試験監督者に申し出てください。 

3 答案は、配付した答案用紙の解答欄に作成してください。答案作成には、黒インクのボールペ

ン又は万年筆のいずれかを使用してください。また、楷書で丁寧に記入し、数字については 3 桁

ごとにカンマを打って解答してください。こするとインクが消えるボールペンは使用不可とし

ます。黒のボールペン又は黒の万年筆以外で解答した答案は試験を無効とし、採点しません。 

4 所属補習所、補習生カード番号、氏名について、各解答用紙の記入欄に漏れのないよう確実に

全て記入してください。未記入項目がある場合は、その解答用紙を採点しない場合があります。 

5 答案用紙は、白紙の場合も必ず提出してください。 

6 問題に関する質問には一切応じません。 

7 試験時間は２時間です。試験開始 60 分後から試験終了 10 分前までの間は、途中退室を認めま

す。途中退室する場合は、必ず答案用紙を番号順に揃え、裏返して自分の座席の机上に置き、静

かに退室してください。問題用紙は持ち帰ることができます。 

8 試験会場で使用が認められるものは、次のとおりです。 

筆記用具（ペンケースから取り出すこと）、定規、修正液（修正テープ）、電卓（規定のもの）及び

腕時計又は懐中時計。スマートウォッチ（試験監督者がスマートウォッチかどうか判断しづらい

腕時計を含む）、ストップウォッチ、キッチンタイマー、置時計は使用できません。 

腕時計又は懐中時計は机上に置いて使用してください。また、使用が認められているもの以外は

カバン等にしまい、荷物は全て足元に置いてください。試験開始後は、カバン等から荷物を取り

出すことはできません。これらに反した場合は、試験監督者の判断で不正行為とみなし、試験無

効とします。 

 9 携帯電話やスマートフォン、タブレット、スマートウォッチ等の通信機器は、電源を切ったう

えでカバン等にしまってください。 

10 水分補給のため、外装フィルムを剥がしたふた付きペットボトル 700ml 以下のもの 1 本に限り

試験中に机上に置くことができます。 

11 試験中、やむを得ない事情で席を離れる場合は、挙手のうえ試験監督者の指示に従ってください。 

12 試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き、速やかに答案用紙を番号順に揃え、裏返して

自分の座席の机上に置いてください。 

13 不正を行った者には直ちに退場を命じ、その回の試験は無効とします。 

14 無効となった場合は、問題用紙・答案用紙の持ち帰りはできません。 
 
 
（答案用紙の氏名等記載例・マークシート記入例） 
※1：所属補習所・支所は自身が所属する[東京・東海・近畿・九州・札幌・仙台・長野・新潟・静岡・金沢・

広島・高松]のいずれかを記載すること 

※2：補習生カード番号を記載し、丁寧にマークすること。また、誤ってマークした場合は、修正液(修正テー

プ)で綺麗に消すこと 
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問題１ 資産課税の全体像、相続税法、贈与税、譲渡所得課税概論【配点 30点】 

問１ 相続開始の原因及び相続開始の場所を答えなさい。 

 

問２ 以下の文章の空欄①～⑨に当てはまる語句又は数値を答えなさい。  

（１） 相続人は、被相続人の財産に属していた一切の（ ① ）を（ ② ）に承継する。た

だし、身分法的（ ③ ）は承継されない（相続の一般的効力）。 

（２） （ ④ ）相続人がいる時の財産、債務の承継の割合は、民法 900条において、

（ ⑤ ）相続分が定められているが、（ ⑤ ）相続分にかかわらず、民法 902条にお

いて、（ ⑥ ）で（ ④ ）相続人の相続分を定めることができるとされている。 

（３） （ ⑦ ）とは、本来相続人となるはずだった者が亡くなった場合などにより相続権を失

った場合に、本来の相続人に代わって、その（ ⑧ ）などが相続人となることである。 

（４） 民法の相続においては、（ ⑨ ）と実子の区別はない。 

 

問３ 令和７年１月 23日に、会社社長である甲（享年 85歳）に相続が発生し、妻乙（72歳）、長

男丙（53歳）及び長女丁（47歳）が法定相続人である。甲の相続発生時点での財産及び債務は

以下のとおりであり、これらの財産に関し、各設問に答えなさい。なお、解答に際し、計算を

要するものは全て計算式を記載すること。  

（注）計算結果のみ記載されている場合、仮に、記載された数値が正しい場合でも誤答とする。 

 

＜甲の令和７年１月 23日現在の財産及び債務の相続税評価額＞  

  １．甲の財産  

   ・現金預金            1億 7,000万円  

   ・生命保険金                1億 2,000万円（契約者甲、受取人乙） 

   ・居住用不動産               8,000万円（土地 5,000万円、建物 3,000万円）  

   ・賃貸用不動産         1億 3,000万円（土地 4,000万円、建物 9,000万円） 

   ・Ａ社株式（上場株式）         9,300万円 （10万株） 

   ・その他                        1,000万円  

  ２．甲の債務  

   ・借入金                 2,000万円  

   ・未払金 （税理士相続報酬）       300万円  

 

（１） 基礎控除の金額を計算しなさい。  

（２） 課税価格の合計額を計算しなさい。なお、解答に当たって、小規模宅地等の評価の特例は

考慮しなくて良い。  

（３） (２)を民法第 900条の規定に従って相続する場合の相続税の総額を計算しなさい。  

（４） 各人の課税価格の合計額に対する各人の課税価格の割合を乙が 70/100、丙が 15/100、丁

が 15/100とした場合の乙及び丙の負担する相続税額を計算しなさい。 
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[相続税の速算表]  

法定相続分に応ずる取得金額 税率  控除額 

税率 1,000 万円以下 10％   

1,000 万円超から 3,000万円以下 15％ 50 万円 

3,000 万円超から 5,000万円以下 20％ 200万円 

5,000 万円超から１億円以下 30％ 700万円 

１億円超から２億円以下 40％ 1,700万円 

２億円超から３億円以下 45％ 2,700万円 

３億円超から６億円以下 50％ 4,200万円 

６億円超 55％ 7,200万円 

 

問４ 問３の事例において、次の（１）（２）の問いに答えなさい。  

（１） 仮に甲の相続時の現金預金 1 億 7,000 万円のうち 3,500 万円を丁が令和６年９月 30 日に

甲から贈与を受け、残りの甲の財産及び債務を乙丙丁で相続し、丁は相続時精算課税制度

を適用して贈与税の申告をしたとして、贈与時の丁の贈与税額及び相続時の丁の相続税額

を答えなさい。なお、各人の課税価格の合計額に対する丁の課税価格の割合は 15/100 と

する。 

（２） 丙は、甲よりＡ社株式５万株を相続し、令和７年 12月 10日に甲より相続したＡ社株式全

株を 6,000 万円で市場へ売却した。甲が当該Ａ上場株式５万株を取得した際の取得費は

200 万円である。譲渡に際して譲渡費用は発生していない。丙のＡ社株式を売却した際の

所得税額を答えなさい。 

（注１） 所得の計算に当たっては、丙の納税額が最も小さくなるように計算することとし、相

続税の取得費加算の金額及び復興特別所得税は考慮しなくて良い。 

（注２） 計算結果のみ記載されている場合、仮に、記載された数値が正しい場合でも誤答とす

る。 
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問題２ 所得税法概論【配点 30点】 

問１ 次の１～５に該当する所得につき、その所得区分又は課税関係につき、以下の語群より選

択し記号で答えなさい。なお、[語群]に解答がない場合には、キ.その他を選択の上で、所得区

分又は課税関係を記載しなさい。 

 

１. 船舶（総トン数 20トン以上）の貸付により生じる所得 

２. 生活に通常必要な動産の譲渡による所得 

３. 確定拠出型年金の老齢一時金の給付による所得 

４. 給与所得者が行う知人への資金貸付により生ずる利息の所得 

５. 地方議員に対して支給される議員報酬 

 

[語群] 

ア.事業所得 イ.不動産所得 ウ.給与所得 エ.退職所得 オ.譲渡所得 

カ.雑所得 キ.その他 

 

問２ 東京太郎の令和７年中の状況は以下の[資料]のとおりである。これに基づいて次の（１）

～（７）に係る金額を答えなさい。なお、所得税及び復興特別所得税の額(以下、「所得税額等」

という。)の計算は、納付すべき税額が少なくなる方法により計算すること。 

 

(１) 給与所得の金額 

(２) 源泉徴収税額の合計額 

(３) 合計所得金額 

(４) 社会保険料控除の金額 

(５) 小規模企業共済等掛金控除の金額 

(６) 配偶者控除、扶養控除の合計額 

(７)  令和７年分の確定申告により納付すべき所得税額等 

 

[資料] 

１．東京太郎の家族構成は次のとおりであり、東京太郎以外に所得はなく、全員同居している。 

東京太郎（51歳）、妻 東京花子（49歳）、長男 東京一郎（20歳）、 

長女 東京弥生（15歳）  

 

２．東京太郎は、Ａ社に勤務するとともに、Ｂ社からも給与を得ている。それぞれの会社から

入手した源泉徴収票によると、記載されていた金額は、次のとおりであった。 

 

  
支払金額 

社会保険料 

等の金額 

生命保険料 

の控除額 

地震保険料 

の控除額 

源泉徴収 

税額 

Ａ社 6,400,000円 958,220円 100,000円 43,000円 96,300円 

Ｂ社 600,000円 ― ― ― 18,372円 
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３．給与所得控除額は以下のとおりである。 

収入金額 給与所得控除額 

（略） 

360万円を超え、660万円以下 

660万円を超え 850万円以下 

850万円超 

（略） 

収入金額×20％＋44万円 

収入金額×10％＋110万円 

195万円 

 

４．令和７年 10月 5日に満期保険金 500万円を受領した。当該保険は、被保険者、保険契約

者保険料負担者ともに東京太郎である。なお、当該満期保険金については既払い保険料

が 380万円であった。源泉徴収はされていない。 

５．令和７年中にいわゆるふるさと納税を 100,000円行った。   

  ６．令和７年中に確定拠出年金法に基づく掛金 120,000円を拠出したが、年末調整には反映    

されていない。 

  ７．令和７年中に NISAへ 1,500,000円拠出した。 

８．基礎控除の金額は以下のとおりである。 

 

納税者本人の合計所得金額 基礎控除の額 

（略） 

132万円超、336万円以下 

336万円超、489万円以下 

489万円超、655万円以下 

655万円超、2,350万円以下 

      （略） 

（略） 

88万円 

68万円 

63万円 

58万円 

（略） 

 

  ９．所得税の税率は次のとおりである。 

課税総所得金額等Ａ 税額の速算式 

195万円未満 

195万円以上 330万円未満 

330万円以上 695万円未満 

695万円以上 900万円未満 

（略） 

Ａ×５％ 

Ａ×10％―  97,500円 

Ａ×20％― 427,500円 

Ａ×23％― 636,000円 

（略） 
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問３ 大阪一郎及び名古屋次郎は主たる収入の他に、源泉徴収のある特定口座により株式の取引

を行っている。いずれも扶養親族等はなく、記載のもの以外に所得控除に該当する項目はない。

それぞれの概要は以下の資料のとおりである。これに基づいて、次の問いに答えなさい。なお、

両人とも、過年度の譲渡損失の繰越金額はない。 

 

[資料] 

１．大阪一郎の給与収入（主たる収入）の状況(年末調整済) 

 
支払金額 

社会保険料 

等の金額 

生命保険料 

の控除額 

地震保険料 

の控除額 

源泉徴収 

税額 

Ｃ社 8,400,000円 1,266,080円 100,500円 43,000円 466,000円 

２．大阪一郎の特定口座取引報告書の状況  

（譲渡） 
譲渡の対価の額 

取得費、譲渡に

要した費用の額 
差引金額 

源泉徴収 

税額(所得税) 

上場株式 2,000,000円 1,800,000円 200,000円 30,630円 

 

（配当）  
配当等の額 

源泉徴収 

税額(所得税) 

 株式 100,000円 15,315円 

 

３．名古屋次郎の公的年金(主たる収入)の状況 

支払金額 
公的年金控除後の

所得金額 

国民健康保険、 

介護保険 

源泉徴収税額

(所得税) 

2,500,000円 1,400,000円 256,120円 13,500円 

 

４．名古屋次郎の特定口座取引報告書の状況  

（譲渡） 
譲渡の対価の額 

取得費、譲渡に

要した費用の額 
差引金額 

源泉徴収 

税額(所得税) 

上場株式 3,000,000円 2,000,000円 1,000,000円 153,150円 

 

（配当）  
配当等の額 

源泉徴収税額

(所得税) 

 株式 120,000円 18,378円 

 

(１) 大阪一郎が配当金を総合所得として申告した場合の令和７年分の所得税の確定申告によ

り納付すべき金額又は還付される金額を解答用紙に従って答えなさい。 

 

(２) 名古屋次郎が配当金を総合所得として申告した場合の令和７年分の所得税の確定申告に

より納付すべき金額又は還付される金額を解答用紙に従って答えなさい。 

 

(３) 大阪一郎は、令和７年分の確定申告に当たり、どのような申告をすると適切か解答用紙

に従って、自身の見解について理由を付して述べなさい。 

 

(４) 名古屋次郎は、令和７年分の確定申告に当たり、どのような申告をすると適切か解答用

紙に従って、自身の見解について理由を付して述べなさい。 
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問題３ 消費税法概論、消費税法の実務【配点 40点】 

 Ａ社は令和２年４月１日の設立以後、継続して雑貨の仕入販売を行う内国法人である。資本金

は 1,000 万円であり、設立以後増資・減資の事実はなく、資本準備金はない。第６期（自令和７

年４月１日 至令和８年３月 31 日）に係る課税期間（以下「当課税期間」という。）につき、消

費税及び地方消費税の確定申告書を作成した場合の各記載欄に記載すべき金額について以下の問

に答えなさい。計算方法に複数の選択肢が考えられる場合には当課税期間の納税額が最少となる

ように配慮すること。 

 

【前提条件】 

Ａ社の基準期間における課税売上高は 495,000,000 円であり、設立以来、継続して課税事業

者である。「消費税課税事業者選択届出書」、「消費税課税期間特例選択・変更届出書」、「消費税

簡易課税制度選択届出書」、「任意の中間申告書を提出する旨の届出書」、「適格請求書発行事業

者の登録の取消しを求める旨の届出書」及び「消費税課税売上割合に準ずる割合の適用承認申

請書」を提出したことはない。 

個別対応方式を適用するための課税仕入れ等の区分は正しく行われている。なお、課税仕入

れ、特定課税仕入れ及び保税地域からの引取りに係る課税貨物について、課税資産の譲渡等に

のみ要するもの、課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等（以下「その他の資産の譲渡等」 とい

う。）にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの

（以下「共通課税仕入れ」という。）の区分については、特に指示のある場合を除き、資産の譲

渡等との対応関係が明確であるものは、課税資産の譲渡等にのみ要するもの又はその他の資産

の譲渡等にのみ要するものとし、これら以外のものは共通課税仕入れとする。 

課税仕入れ等については、その事実を明らかにした帳簿及び請求書等が法令に従って適正に

保存されており、適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れ等について所得税法等

の一部を改正する法律（平成 28年法律第 15号）附則第 52条《適格請求書発行事業者以外の者

から行った課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置》の規定の適用があるものについては、

同規定に定める適用要件を満たしている。 

 

 

①  Ａ社の当課税期間における損益計算書の内容は以下のとおりである。 

 

       損益計算書   （単位：円） 

（自令和７年４月１日 至令和８年３月 31日） 

Ⅰ 売   上   高 

  総  売  上  高     524,000,000  

  売上値引き及び戻り高      14,000,000     510,000,000 

Ⅱ 売  上  原  価 

  期 首 棚 卸 高       42,500,000 

  当期商品仕入高        150,000,000 

  期 末 棚 卸 高       43,500,000     149,000,000 

       売 上 総 利 益            361,000,000 
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Ⅲ 販売費及び一般管理費 

  役員報酬            50,000,000 

  給与手当            30,000,000 

  販売手数料          150,000,000 

  支払手数料           50,000,000 

  保険料             1,000,000 

  広告宣伝費           35,000,000 

  接待交際費                      5,000,000 

  通信費             3,000,000 

  地代及び家賃           9,600,000      333,600,000 

       営 業 利 益               27,400,000 

Ⅳ 営 業 外 収 益 

  受取利息             1,250,000 

  受取配当金           1,500,000         2,750,000 

Ⅴ 営 業 外 費 用 

  支払利息            4,500,000 

  貸倒損失            1,500,000       6,000,000 

       経 常 利 益               24,150,000 

Ⅵ 特 別 利 益 

  固定資産売却益          9,400,000        

  保険金収益              10,000,000       19,400,000 

Ⅶ 特 別 損 失 

  製品不良関連損失        15,000,000       15,000,000 

税引前当期純利益               28,550,000 

 

【損益計算書に関する付記事項】 

イ 当社は税抜方式で会計処理している。 

ロ 売上高の内訳は輸出売上 49,000,000円と標準税率の国内売上 375,000,000円と軽減税率

の国内売上 100,000,000円である。 

ハ 売上値引き及び戻り高は全て標準税率の国内売上に係る値引・返品である。 

ニ 期首棚卸高及び期末棚卸高は全て国内販売に係る商品在庫であり、仕入時の税率は全て

標準税率である。 

ホ 当期商品仕入高の内、国内事業者からの仕入高は 135,000,000円（標準税率 105,000,000

円、軽減税率 30,000,000 円）国外事業者からの輸入による仕入高は 15,000,000 円であ

り、当社が荷受人となり輸入消費税 1,170,000 円と輸入地方消費税 330,000 円について

期中に支払い済みで、輸入許可証を保存している。仕入高は全て課税資産の譲渡等にの

み対応するものとして記帳している。 

ヘ 給与手当の中に通常必要と認められる通勤手当（税抜き）1,200,000円（課税資産の販売

にのみ従事する者 1,100,000 円法人全体の管理運営に従事する者 100,000 円と記帳して

いる）がある。 
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ト 販売手数料の内、内国法人に対する費用は 140,000,000 円（標準税率）外国法人に対す

る費用は 10,000,000円（消費税対象外）である。全て課税資産の譲渡等にのみ対応する

ものとして記帳している。 

チ 支払手数料の内、売上代金のクレジットカードの加盟店手数料が 10,000,000円それ以外

は国内における消費税課税取引（標準税率）である。 

リ 広告宣伝費の内、5,000,000 円はサプリメントのサンプル試供に伴う費用であり軽減税

率適用取引であり、課税資産の譲渡等にのみ対応するものとして記帳している。残額は

テレビＣＭに係る放映費用であり、毎期継続して１年分を支出時に費用処理しているも

のである。 

ヌ 接待交際費の内、香典が 200,000円、中元歳暮による得意先への贈答品が 800,000円（全

て軽減税率）、残額は外食による飲食代である。 

ル 通信費の内、国際郵便に係る費用が 500,000 円、残額は全て国内の通信取引に係るもの

であり、未使用切手等はない。 

ヲ 地代及び家賃の内、6,000,000円は本社兼販売店舗の家賃であり、3,600,000円は駐車場

敷地の土地賃借料である。 

ワ 貸倒損失は令和２年 10月に販売した売上代金が回収不能となったものであり、全て標準

税率の取引である。 

カ 固定資産売却益は令和３年６月に 10,000,000 円で購入した土地を 20,000,000 円で売却

したものであり、600,000円（消費税抜）の仲介手数料を差し引いて計上している。 

ヨ 販売した商品の不良により在庫の除却損 10,000,000円（消費税対象外）と回収関連費用

5,000,000円（標準税率かつ共通対応仕入れとして記帳）を製品不良関連損失として費用

処理している。 

 

問１ 当課税期間の課税売上割合について、計算過程を明示して答えなさい。 

 

問２ 消費税法第 30 条第 1 項に規定された仕入れに係る消費税額を３つ挙げなさい。そのうえ

で、仕入税額控除の３つの計算方法について課税売上高及び課税売上割合との関係に言及し

ながら説明しなさい。 

 

問３ 当課税期間の消費税及び地方消費税の確定申告書について別配布資料の様式を踏まえて、

各記載欄に記載すべき金額を解答欄に答えなさい。税込金額を解答する場合、課税対象取引

（税抜）の合計額に税率を乗じて計算すること。計算過程で円未満の端数が生じる場合はそ

のまま計算し、計算結果で円未満切り捨てとすること。 

 

問４  

１. 受取利息と受取配当金について、消費税法における取り扱いの違いを課税売上割合に与える

影響に言及したうえで答えなさい。 

 

２. 売上値引き及び戻り高と貸倒損失について、消費税法における取り扱いの違いを課税売上割

合に与える影響に言及したうえで答えなさい。 

以 上 


